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NY マーケットレポート（2018 年 1 月 4 日） 
 

 

出所：SBILM 
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NY 市場レポート 
 

≪ NY 市場概況 ≫ 

NY 市場では、序盤に発表された米 ADP 雇用統計で、雇用者数の伸びが市場予想を上回り、過去 9 ヵ月間で最大の伸びとなった

ことを受けて、ドルは主要通貨に対して上昇した。また、米国債利回りが上昇したことから、日米金利差拡大が意識され、ドル

円・クロス円は堅調な動きとなった。その後は、週末に米雇用統計の発表を控えていることや、米国債利回りが終盤に低下した

ことから、ドル円・クロス円は終盤まで上値の重い動きが続いた。また、米北東部の暴風雪の影響で、午後の取引は低調だった。

なお、米株式市場では、ダウ平均株価が初めて 25000 ドル台まで上昇し、ナスダック、S&P500 ともに取引時間中、終値ベース

の最高値を更新した。 

 

 

NY原油は 1バレル=62ドル台に上昇 

イランで反政府デモが続いていることで、地政学リスクの高まりを懸念した買いが続いた。また、米石油在庫統計で原油在庫が

減少すると予想されていることも影響した。NY 原油は、時間外取引で 1バレル＝62 ドル台まで上昇し 2015 年 5 月以来の高値を

付けた。その後は、利益確定の動きもあり反落したものの、米 EIA 在庫統計で原油在庫が予想以上の在庫減となったことを受け

て NY 原油は上昇となった。 

 

米大西洋沿岸地域が強い寒波に見舞われる中、パイプの凍結などが起こる場合には深刻な操業停止になる可能性もある。現在で

は、対応しているが、停電や製油所の操業停止に陥る可能性も懸念されている。また、米北東部でヒーティングオイルと天然ガ

スの価格は、過去最高水準に近づいた暖房需要の高まりを背景に 7年ぶりの高値圏に上昇。極端な気温低下により、大きな混乱

でヒーティングオイルが不足する可能性を指摘する声もある。 

 

 

出所：Bloomberg 

 

 

主要な米経済指標の結果 

・12 月米チャレンジャー人員削減数（前年比） -3.6％（前回 30.1%） 

 

・12 月米 ADP 雇用統計 25.0 万人（予想 19.0 万人・前回 18.5 万人） 

前回発表の 19.0 万人から 18.5 万人に修正 

 

・米新規失業保険申請件数 25.0 万件（予想 24.1 万件・前回 24.7 万件） 

前回発表の 24.5 万件から 24.7 万件に修正 

 

・米失業保険継続受給者数 191.4 万人（予想 192.5 万人・前回 195.1 万人） 

前回発表の 194.3 万人から 195.1 万人に修正 
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3 月の FOMCでの利上げ予想確率が上昇 

前日に発表された 12 月 ISM 製造業景況指数が昨年 9月以来の高水準となったことや、FOMC 議事録で大半のメンバーが緩やかな

ペースでの利上げ継続を支持したこと、また昨晩発表された 12 月の ADP 雇用統計が市場予想を上回り、過去 9 ヵ月間で最大の

伸びとなったことを受けて、3 月の利上げ期待が高まった。米金利先物市場では、3 月の FOMC での利上げ予想確率が昨年末 29

日の 67.3％から 82.8％まで上昇している。 

 

 
出所：データを基に SBILM が作成 

 

米ダウ平均株価、初めて 25000ドル台突破 

米企業の収益拡大への期待を背景に、主要株価は序盤から堅調な動きとなった。また、アジアや欧州の主要株価が大きく上昇し

たことも影響した。ダウ平均株価は、序盤から堅調な動きとなり、初めて 25100 ドル台まで上昇し、ナスダック、S&P500 とも

に終値ベースの最高値も更新した。 

 

 

出所：Bloomberg 
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提供：SBI リクイディティ・マーケット株式会社 

お客様は、本レポートに表示されている情報をお客様自身のためにのみご利用するものとし、第三者への提供、再配信を行うこ

と、独自に加工すること、 複写もしくは加工したものを第三者に譲渡または使用させることは出来ません。情報の内容について

は万全を期しておりますが、その内容を保証するものではありません。 また、これらの情報によって生じたいかなる損害につい

ても、当社および本情報提供者は一切の責任を負いません。 

本レポートに表示されている事項は、投資一般に関する情報の提供を目的としたものであり、勧誘を目的としたものではありま

せん。投資にあたっての最終判断はお客様ご自身でお願いします。  

 


